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 CH を対象とした研究は、1990 年代から活発的に研究が行われている。特に、阪神･淡路
大震災を契機として供給が行われたひょうご復興コレクティブハウジング（以下、復興 CH
と略称）以降様々な研究が行われている。 






 上述したように、日本における CH 研究は、CH の住運営活動はコミュニティ形成、近隣
関係との良好な関係を形成する上で一定の重要な役割を果たしているとしている。その上
で、運営管理とそれに関する居住者参加の意義に着目しているが、居住者入れ替えに生じる
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表 1 震災復興コレクティブハウジング一覧 
 
2. 復興 CHの現状分析 
 
（1）居住者特性 
 県営 CH における居住者は 2019 年 12 月時点、65 歳以上が 218 人(82.8%)、20−64 歳が 36
人(13.6%)、20 歳未満が 9 人(3.4%)の割合になっている。SH として供給している要因もある
が、公営住宅における高齢化が顕著に見られる。入居世帯構成を見ると、単身世帯は 171 世
帯(81%)、複数世帯は 40 世帯(18.9%)の割合となっている。単身世帯が 8 割以上を占めてお
り、高齢者の孤立化、引きこもり等の社会的問題に対しても問題意識を持つ必要があると考
住宅名 供給主体 所在地 戸数 入居開始年 居住者特性(入居当時) 主な共用空間
県営
片山住宅
兵庫県 神戸市長田区 6 1997 全て高齢者向住宅 台所付居間、和室、バルコニー
県営
南本町住宅










兵庫県 神戸市中央区 32 1998 全て高齢者向住宅 各階共用室(居間、食事室、台所、和室)
県営
福井住宅










神戸市 神戸市長田区 58 1998 従前居住者用住宅 共用室(談話室、食堂、台所、和室)、広場
県営
脇の浜住宅











尼崎市 兵庫県尼崎市 22 1999 従前居住者用住宅 共用室、協同風呂、談話室
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えられる。 







（2）入居動機 − 事例：宝塚福井住宅 − 







表 2 居住年数別に見る入居動機 
 





相談室、LSA 室、EV を配している。2−3 階には、洗濯コーナー/談話スペースを配してい
る。階段室は全て外階段であり、居住者の上下階の移動は全て EV で行われている。 




図 1 共同空間利用実態（宝塚福井住宅） 
 
（4）共同居住に対する評価 − 事例：宝塚福井住宅 − 
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